
 
                                           

1 

NY マーケットレポート（2020 年 6 月 26 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00 分～午前 5 時 30 分まで） 

主要な米経済指標の結果 

5 月個人所得（前月比） -4.2％（予想 -6.0%・前回 10.5%⇒10.5%） 

5 月個人支出（前月比） 8.2％（予想 8.8%・前回 -13.6%⇒-12.6%） 

5 月 PCE デフレーター（前年比） 0.5％（予想 0.5%・前回 0.5%） 

5 月 PCE コア・デフレーター（前年比） 1.0％（予想 0.9%・前回 1.0%） 

5 月の米個人所得・消費統計では、個人消費が大幅上昇となり、増加率では 1959 年以降で最大の伸びと

なった。5 月に経済活動が再開したことや、3 月、4 月に大きく低下した反動で大幅プラスとなった。賃

金・給与は+2.7％（前月-7.6％）、可処分所得は-4.9％（+13.1％）、貯蓄率+23.2％（+32.2％）だった。 

 

データを基に SBILM が作成 
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6 月ミシガン大学消費者信頼感指数 78.1（予想 79.0・前回 78.9） 

6 月の米ミシガン大学消費者信頼感指数の確報値は、速報値から 0.8 ポイント低下となり、市場予想も下

回った。ただ、前月比では 5.8 ポイントの上昇だった。現在の景況感は 87.1 で速報値から 0.7 ポイント

低下し、前月から 4.8 ポイント上昇。一方、先行き景況感は 72.3 で速報値から 0.8 ポイント低下し、前

月から 6.4 ポイント上昇した。また、1 年後のインフレ期待は 3.0％で速報値から変わらず、前月から 0.2

ポイント低下した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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米主要株価指数は軒並み大幅下落 

米株式市場では、米国で新型コロナウイルスの感染者が増加していることを受けて、再び経済活動が停

滞するとの懸念が広がり、主要株価指数は軟調な動きとなった。さらに、米中対立の懸念を背景に、第 1

段階の通商合意が困難になる可能性があるとの報道も圧迫要因となった。ダウ平均株価は、序盤から軟

調な動きが続き、一時前日比 774 ドル安まで下落した。その後上げ幅を縮小し、730 ドル安（-2.84％）

で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは 259 ポイント安（-2.59％）で終了した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ユーロは主要通貨に対して堅調な動き 

NY 市場では、欧州時間の軟調な流れが一服し、ドル円・クロス円は序盤から堅調な動きとなった。序盤

に発表された米個人支出が過去最大の伸びとなったものの、個人所得がマイナスとなったこともあり、

反応は限定的だった。その後、ロンドンフィキシングに向けて円売り・ドル買いが観測されたことから、

ドル/円は欧州時間に付けた 106.80 から 107.36 まで上昇した。しかし、新型コロナウイルスの感染が再

び拡大していることを背景に、テキサス州やフロリダ州では一部の飲食店での営業停止や入店制限を強

化する方針が示されてことや、香港問題に関する対中制裁法案が前日に米上院で可決されたことで、米

中対立に対する懸念が高まったことも影響し、リスク回避の動きから米主要株価指数が軒並み下げ幅を

拡大した。これを受けて、ドル円・クロス円も上値の重い動きとなった。ただ、ユーロはロンドンフィ

キシングに向けた円売りを受けて対円で堅調な動きとなり、さらに対ポンドで 3 ヵ月ぶりの高値を付け

たこともあり、ドルや円に対しても堅調な動きが続いた。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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